
経済産業省の
省エネルギー関連支援制度について

経済産業省 関東経済産業局
省エネルギー対策課



カーボンニュートラル

⚫ カーボンニュートラルとは、温室効果ガス（GHG）の排出を全体としてゼロにすること。

– 「排出を全体としてゼロにする」とは、温室効果ガスの「排出量」から植林等による「吸収量」を差
し引いた、合計をゼロにすること（ネットゼロ、実質ゼロと同じ）

– 「温室効果ガス」とは、二酸化炭素（CO2）だけでなく、メタンなどを含む

⚫ 日本の場合、温室効果ガスの8割以上がエネルギー起源CO2（燃料の燃焼、供給さ
れた電気・熱の使用に伴って排出されるCO2）のため、エネルギー分野の取組が重要。

日本の温室効果ガス排出量（2020年度）

⚫ 日本は、2050年までにカーボンニュートラルを目指す
ことを宣言。

⚫ 実現には、産業界・消費者・政府など国民各層が
総力をあげて取り組むことが必要。

（出典）NEDO Green Japan, Green Innovation WEBサイトより作成 （出典）国立環境研究所 温室効果ガスインベントリより作成

エネルギー起源CO2

9.7 億t-CO2

非エネルギー起源CO2

0.8 億t-CO2

メタン 0.3 億t-CO2

一酸化二窒素 0.2 億t-CO2 代替フロン等4ガス

0.6 億t-CO2

ＧＨＧ排出量
11.5億トン

カーボンニュートラルとは
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⚫ 2015年に開催された第21回国連気候変動枠組条約締約国会議（COP21）におい
て、パリ協定が採択。パリ協定は、京都議定書に代わる、全ての国が参加する公平で実
効的な2020年以降の温室効果ガス排出削減等のための国際約束。

⚫ 世界共通の長期目標として、世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて２℃より
十分低く保ち（2℃目標）、1.5℃に抑える努力を追求（1.5℃努力目標）。

⚫ 気候変動枠組条約や京都議定書を経て積み重ねられてきた世界の気候変動対策の
転換点であり、世界全体での今世紀後半の脱炭素社会の構築に向けた新たな出発点
といえる。

⚫ 世界共通の長期目標として2℃目標の設定。1.5℃に抑える努力を追求すること。
⚫ 主要排出国を含む全ての国が削減目標を5年ごとに提出・更新すること。
⚫ 全ての国が共通かつ柔軟な方法で実施状況を報告し，レビューを受けること。
⚫ 適応の長期目標の設定、各国の適応計画プロセスや行動の実施，適応報告書の提出と定期的更新。
⚫ イノベーションの重要性の位置付け。
⚫ 5年ごとに世界全体としての実施状況を検討する仕組み（グローバル・ストックテイク）。
⚫ 先進国による資金の提供。これに加えて，途上国も自主的に資金を提供すること。
⚫ 二国間クレジット制度（JCM）も含めた市場メカニズムの活用。

パリ協定の概要

（出典）環境省 http://www.env.go.jp/earth/211022/mat01.pdf https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h29/pdf/1_2.pdf
外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ch/page1w_000119.html

何故いま、カーボンニュートラルが求められているか（パリ協定）
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年限付きのカーボンニュートラル表明国・地域 主要国の排出目標

2030目標 カーボンニュートラル目標

日本
▲46%
2013年比

<気候変動サミット等での表明(2021年4月)>

2050年
カーボンニュートラル

<総理所信演説(2020年10月)>

米国
▲50-52%

2005年比
<NDC再提出(2021年4月)>

2050年
カーボンニュートラル

<2020年7月バイデン氏の公約>

EU
▲55％
1990年比

<NDC再提出(2020年12月)>

2050年
カーボンニュートラル

<長期戦略提出(2020年3月)>

英国
▲68％
1990年比

<NDC再提出(2020年12月)>

2050年
カーボンニュートラル

<気候変動法改定(2019年6月)>

中国

2030年ピークアウト
GDPあたりGHG排出▲65％

（2005年比）
<国連総会一般討論(2020年9月)>

<気候野心サミット(2020年12月)>

2060年
カーボンニュートラル

<国連総会一般討論(2020年9月)>

韓国
▲35％
2018年比

<炭素中立基本法(2021年8月)>

2050年
カーボンニュートラル

<長期戦略提出(2020年12月)>

（出典）
①Climate Ambition Allianceへの参加国、②国連への長期戦略の提出による2050年CN表明国、2021年4月の気
候サミット・COP26等における2050年CN表明国等をカウントし、経済産業省作成（2021年11月9日時点）
①https://climateaction.unfccc.int/views/cooperative-initiative-details.html?id=95
②https://unfccc.int/process/the-paris-agreement/long-term-strategies

COP26終了時点（2021年11月）：150ヶ国以上
※世界全体のCO2排出量に占める割合は88.2%

■2050年までのカーボンニュートラル表明国

■2060年までのカーボンニュートラル表明国

■2070年までのカーボンニュートラル表明国

⚫ 世界各国で、カーボンニュートラルを目指す動きが加速するとともに、脱炭素化に向け
た大胆な政策措置を打ち出している。

⚫ 国際的にも、気候変動問題への対応を「成長の機会」と捉える潮流が生まれている。

各国の目標、日本の目標
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求められるカーボンニュートラルへの対応

⚫ カーボンニュートラル実現に向けた国内外の政府・民間企業等の動向を受け、価値観や
経済・社会環境はめまぐるしく変化し、その影響は、地域経済にも及んでいる。

（地域経済に及ぼす影響例）
・ サプライチェーン全体で脱炭素化に取り組む取引慣行の進展
・ エネルギー需給構造の変化による社会経済環境の変化
・ 金融機関・投資家による環境に配慮したファイナンスの拡大

地域企業が直面する変化（イメージ）

地域企業
投資家

政府

環境NGO等

グローバル
企業ESG投資

環境規制

情報開示

スコアリング
金融機関

投融資先
への働きかけ

激甚化する
災害への備え

社会的責任 消費者・労働者
意識の変化

サプライチェーンを
通じた対応要請

エネルギー需給
構造の変化
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カーボンニュートラルの動きによる地域への影響
ー企業の事業環境や地域経済にはどのような変化が起こり得るか

⚫ この事業環境の変化にどう対応できるかが、地域企業に大なり小なり影響を与えることとな
る。成長の機会として活かすとともに、将来の脅威には計画的に行動することが重要。

⚫ これまでのビジネスモデルや戦略を根本的に変えていく必要がある地域企業が数多く存在。
他方、新しい時代をリードしていくチャンスでもある。

脱炭素化による環境変化

▉ エネルギー調達の変化 エネルギーの需給構造の変化、エネルギーコストの変化 など

▉ 新たな国際ルール 温室効果ガス排出量の算定・開示を巡る変化、主要国の動き など

▉ 新たな業界・取引ルール サプライチェーン全体でカーボンニュートラルを目指す動き など

▉ 各種規制の見直し、制度整備 カーボンニュートラルを実現するための仕組みづくり など

▉ 金融機関・投資家の変化 サステナブルファイナンスの拡大、投融資・株主提案による事業活動の制限 など

▉ 消費者・労働者意識、価値観の変化 環境配慮製品を嗜好する消費者の増加、キャリア観の変化 など

▉ イノベーション カーボンニュートラル時代における新たな環境技術への期待 など
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⚫ 2050年カーボンニュートラルに向けては、徹底した省エネ（①）を進めるとともに、非化石電気や水
素等の非化石エネルギーの導入拡大（②）に向けた対策を強化していくことが必要。

⚫ このため、引き続き省エネ法に基づく規制の見直し・強化や、支援措置等を通じた省エネ対策の強化
とともに、供給側の非化石拡大を踏まえ、需要側における電化・水素化等のエネルギー転換の促進
などに向けた対策を強化していくことが求められる。

■需要側のカーボンニュートラルに向けたイメージと取組の方向性

将来に向けて必要な技術
CCS、DACCS、BECCS等

化石エネルギー

①省エネ強化

時間軸

＜徹底した省エネ強化＞
・【産業】産業・業務ベンチマークの拡充・見直し

省エネ技術開発・実用化・導入促進支援
・【民生】ZEB／ZEH普及拡大、建築物省エネ基準見直し

機器・建材トップランナー制度の見直し・強化
・【運輸】燃費規制の執行強化／荷主制度見直し／物流効率化

残存する
CO2

2030 2050現在

エネルギー
使用量

＜需要側におけるエネルギー転換促進などの対策強化＞
・自家消費再エネや水素等の非化石エネルギー導入拡大
（＝需要の高度化）
・余剰再エネの活用など電気の需給状況に応じた需要の最適化
・系統安定化のための自家発の活用や機器制御による対応等

②非化石エネルギーの
導入拡大

カーボンニュートラルに向けた需要側の取組の方向性
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（令和４年度第２次補正予算）
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省エネ支援策パッケージ

事
業
者
向
け

１．省エネ補助金の抜本強化 【500億円】【国庫債務負担行為の後年度分含め1,625億円】

⚫ 省エネ設備投資補助金において、複数年の投資計画に切れ目なく対応できる新たな仕組みを創設することで、エネルギー
価格高騰に苦しむ中小企業等の潜在的な省エネ投資需要を掘り起こす。

２．省エネ診断の拡充 【20億円】
⚫ 工場・ビル等の省エネ診断の実施やそれを踏まえた運用改善等の提案にかかる費用を補助することで、中小企業等の省エ
ネを強力に推進する。

⚫ また、省エネ診断を行う実施団体・企業を増加させ、専門人材育成も兼ねた研修を行うことで、省エネ診断の拡充を図る。

※ 中小企業向け補助金（ものづくり補助金）についても、省エネ対策を推進するためグリーン枠を強化。

３．新たな住宅省エネ化支援 【約2,800億円※新築を含む】
⚫ 家庭で最大のエネルギー消費源である給湯器の高効率化（300億）や、省エネ効果の高い住宅の断熱窓への改修に
経産省・環境省事業（1,000億）で手厚く支援。国交省の省エネ化支援（新築を含めて1,500億）と併せて、３省庁
連携でワンストップ対応を行う。

※ 全国各地の自治体で実施されている「省エネ家電買い換え支援」を拡大すべく、「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援
地方交付金」（6,000億円）において、メニューの一つとして措置。

家
庭
向
け

※ 冬に向けた省エネ・節電の取組として、対価支払型の「節電プログラム」に参加し、一層の省エネ・節電に取り組んだ家庭や企業に
対して、電力会社による特典に、国による特典を上乗せする等の支援を行う。（令和４年度予備費予算額：1,784億円）
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省エネ補助金の抜本強化

⚫ 工場等での省エネを促進するため、非化石エネルギーへの転換に資する設備も含め、省エネ性能の高い設備・
機器への更新を支援。

⚫ 企業の複数年にわたる投資計画に対応する形で今後３年間で集中的に支援し、特に中小企業の潜在的な
投資需要を掘り起こす。

【令和４年度第２次補正予算額：500億円】
【国庫債務負担行為の後年度分含め1,625億円】
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（参考）省エネ補助金の３カ年集中的支援について

⚫ 総合経済対策を踏まえ、複数年の投資計画に切れ目なく対応できる新たな仕組みを創設。
⚫ 支援規模は、令和4年度補正予算で500億円、国庫債務負担行為の後年度分含め約1600億
円を支援。このペースを継続させると、今後３年間で5,000億円規模の支援となる。
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補助事業のスケジュール
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連携による新たな住宅省エネ化支援

⚫ 家庭で最大のエネルギー消費源である給湯器の高効率化や、省エネ効果の高い住宅の断熱窓
への改修に経産省・環境省事業で手厚く支援。国交省の住宅省エネ化支援と併せて、共通の
ホームページからの申請を可能とするなど、３省連携でワンストップ対応を行う。

概 要

リフォーム工事内容 補助額
所管行政庁

予算

①省エネ
改修

性能が高い断熱窓の設置
工事内容に応じ上限200万円/戸
（補助率1/2相当等）

経済産業省・環境省
1,000億円

効率が良い給湯器の設置
（ａ）家庭用燃料電池 15万円
（ｂ）ヒートポンプ給湯機 5万円
（ｃ）ハイブリット給湯器 5万円

経済産業省
300億円

・窓や扉・建物の壁・床などの断熱改修
・エコ住宅設備（湯を節約する水栓、
湯の熱を逃がさない浴槽など）の設置

工事内容に応じ上限30万円/戸
※子育て世帯・若者夫婦世帯

上限45万円
・中古住宅の購入を伴う場合

上限60万円/戸
※条件を満たす中古住宅の購入を
伴う場合 上限45万円/戸

国土交通省
1,500億円
（新築含む）

② ①と併せて行う以下のリフォーム工事
・住宅の子育て対応改修
・バリアフリー改修
・空気清浄機能/換気機能付きエアコン設置工事等

【三省連携予算額：約2,800億円※新築含む】

申
請
窓
口
を
一
本
化

【令和４年度第２次補正予算額：
約2,800億円※新築含む】
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効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金

消費者等に対し、家庭でのエネルギー消費量を削減するた
めに必要な高効率給湯器の導入に係る費用を補助。
※ 申請手続については、消費者等と契約の締結等を行った事業者
等が代行する

国

・申請書類
・実績報告書類 等 契約・購入等①代行事業者登録

②申請～実績報告の手続支援

執行団体
（民間団体等）

間接補助事業者
（消費者等）

ハウスメーカー
工務店
家電量販店
エネルギー供給事業者 等

申請等手続代行者

補助 補助

事業スキーム補助対象

ヒートポンプ
給湯機

（エコキュート）

ハイブリッド
給湯機

家庭用
燃料電池

（エネファーム）

補助額
（予定）

5万円／台 5万円／台 15万円／台

※令和４年11月８日以降に契約を締結し、事業者登録後に着工したものに限る。

ヒートポンプ給湯機（エコキュート）

ハイブリッド給湯機

家庭用燃料電池（エネファーム）

高効率給湯器（ヒートポンプ給湯機、ハイブリッド給湯機、家庭用
燃料電池）が対象。
※省エネ法に基づくトップランナー制度における省エネ基準を満たすもの等に限る。

出所）リンナイ

⚫ 家庭で最大のエネルギー消費源である給湯器の高効率化を支援する補助金を新たに創設。

【令和４年度第２次補正予算額：300億円】

出所）アイシン出所）三菱電機
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住宅省エネ2023キャンペーン補助事業合同お問合せ窓口
電話：0570-200-594（IP電話は045-330-1340）
URLは、https://jutaku-shoene2023.mlit.go.jp/



（令和５年度予算）
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愛知銀行、青森銀行、秋田銀行、足利銀行、アルプス中央信用金庫、飯田信用金庫、池田泉州銀行、いちい信用金庫、
伊予銀行、いわき信用組合、岩手銀行、上田信用金庫、越前信用金庫、愛媛銀行、遠州信用金庫、大分県信用組合、
大垣共立銀行、大阪信用金庫、おかやま信用金庫、沖縄振興開発金融公庫、鹿児島銀行、蒲郡信用金庫、
川崎信用金庫、川之江信用金庫、観音寺信用金庫、関西みらい銀行、北九州銀行、吉備信用金庫、岐阜信用金庫、
君津信用組合、紀陽銀行、京都中央信用金庫、きらやか銀行、桐生信用金庫、熊本銀行、桑名三重信用金庫、
群馬銀行、ぐんまみらい信用組合、京葉銀行、興能信用金庫、甲府信用金庫、佐賀銀行、さがみ信用金庫、
三十三銀行、三条信用金庫、滋賀中央信用金庫、四国銀行、静岡銀行、しずおか焼津信用金庫、七十七銀行、
しののめ信用金庫、清水銀行、十八親和銀行、十六銀行、上越信用金庫、商工組合中央金庫、荘内銀行、
湘南信用金庫、常陽銀行、諏訪信用金庫、西武信用金庫、関信用金庫、仙台銀行、大光銀行、第四北越銀行、
高岡信用金庫、高崎信用金庫、高山信用金庫、但馬銀行、但馬信用金庫、玉島信用金庫、但陽信用金庫、
筑邦銀行、千葉銀行、千葉信用金庫、中国銀行、銚子商工信用組合、銚子信用金庫、筑波銀行、津山信用金庫、
都留信用組合、東京信用金庫、東濃信用金庫、東邦銀行、東北銀行、東和銀行、栃木銀行、利根郡信用金庫、
富山第一銀行、長岡信用金庫、長野銀行、長野県信用組合、長野信用金庫、南都銀行、新潟信用金庫、
西尾信用金庫、西日本シティ銀行、日本政策投資銀行、日本生命保険相互会社、二本松信用金庫、沼津信用金庫、
八十二銀行、八幡信用金庫、浜松磐田信用金庫、肥後銀行、尾西信用金庫、備前日生信用金庫、備北信用金庫、
姫路信用金庫、百五銀行、百十四銀行、広島銀行、福井銀行、福井信用金庫、福岡銀行、福島信用金庫、
富士信用金庫、富士宮信用金庫、碧海信用金庫、房総信用組合、北都銀行、北陸銀行、北海道信用金庫、
北國銀行、松本信用金庫、水島信用金庫、みずほ銀行、三井住友銀行、三井住友信託銀行、三菱UFJ銀行、
みなと銀行、宮古信用金庫、もみじ銀行、山形銀行、山口銀行、山梨県民信用組合、山梨信用金庫、山梨中央銀行、
横浜銀行、りそな銀行、稚内信用金庫

令和4年11月4日時点（五十音順）

指定金融機関一覧（１４１金融機関）

指定金融機関のお問い合わせ窓口は、一般社団法人環境共創イニシアチブのホームページをご参照ください。
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⚫ ZEBとは、建築計画の工夫による日射遮蔽・自然エネルギーの利用、高断熱化、高効率化を通じた
大幅な省エネの実現に加え、太陽光発電等の導入により、年間のエネルギー消費量が大幅に削減さ
れている建築物。

ZEB
（正味で100%以上省エネ）

＋

エネルギー
を創る

ZEB
Ready

一般
建築物

昇降機

給湯

空調

換気

照明

50%以上
削減

日射遮蔽

自然換気・昼光利用

エネルギーを極力
必要としない

高断熱化

エネルギー使用
の効率化

Nearly ZEB
（正味で75%以上省エネ）

⚫ ZEHとは、断熱性能の向上とともに、高効率な設備導入により省エネルギーを図った上で、再生可能エ
ネルギーを導入し、年間のエネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指した住宅。

*ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）／ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）：
断熱性能の向上・高効率設備導入による省エネ＋再生可能エネルギー導入により、年間のエネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指した住宅／建築物

ZEH Oriented（ただし、都市部狭小地や多雪地域に建築された住宅に限る）

＋

Nearly ZEH
（正味で75%以上省エネ）

エネルギーを極力
必要としない

（夏は涼しく、冬は暖かい住宅）

高断熱窓
高性能断熱材

高断熱化
（ZEH基準）

エネルギーを創る

20%削減

給湯

照明

暖房

冷房

換気

エネルギーを上手に使う
一般住宅

ZEH
（正味で100%以上省エネ）

＋

30～40%
以上削減

ZEB
Oriented

（ただし、大規模かつ未評価技術を導入した建築物に限る）

ZEH・ZEBの概要
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省エネの進め方と現場で役立つ着眼点：https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/sho_energy/data/20210312book.pdf

説明動画：https://www.youtube.com/watch?v=BAYOouu-Kvg&list=PLcRmz7bR5W3lY4Ri5x28dV1SBQFJAufJo&index=21

• 関東経済産業局では、中小企業が省エネを進めるためのポイントをまとめた「省エネの進め方と現
場で役立つ着眼点」と本パンフレットの内容を紹介した動画を作成

（参考）省エネの進め方と現場で役立つ着眼点
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• 関東経済産業局では、関東地域エネルギー・温暖化対策推進会議メンバー等に御協力
いただき、国及び関東経済産業局管内の都県、政令市等におけるエネルギー・温暖化対
策のための支援施策をまとめたガイドブックを作成

補助金等ガイドブック：https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/data/ene_ondan_shien_r4.pdf

（参考）エネルギー・温暖化対策に関する支援制度について



30

• 政府は昨年12月1日から3月31日までの節電要請を実施。

• 各家庭や事業者が無理のない範囲での省エネ・節電に取り組みやすくするため、具体的な取組
を例示したメニュー、リーフレットを公表。

（参考）冬季の省エネ・節電メニュー、リーフレットについて



関東経済産業局ホームページ

https://www.kanto.meti.go.jp/

経済産業省 関東経済産業局
資源エネルギー環境部
省エネルギー対策課

TEL：048-600-0362
☆ 関東経済産業局では、地域における省エネ活動を応援します！！

本資料に関するお問い合わせ

関東経済産業局では、省エネや節電活動に役立つ情報、エネルギーに関連する
情報を週１回メルマガ配信しています。この「エネマガ」を是非ともご活用く
ださい。 関東経済産業局 メルマガ


